
九州管内の鉱山保安の概況

令和８年６月１２日
九州産業保安監督部

鉱山保安課
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資料１



➢令和７年末時点の稼行鉱山数は4０鉱山。前年と比較して2鉱山減少。

➢鉱山労働者数は1,682人。前年に比べ86人増。

➢鉱山労働者数については、近年増加傾向であり、金属鉱山において45人増加、石灰石
鉱山において55人増加、非金属鉱山において15人減少、天然ガス鉱山において1名増加。

（資料）災害月報より当部作成
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１．九州管内の稼行鉱山数・鉱山労働者数 ※R7.12.31 集計時点
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２．（１）➀罹災者数の推移（全国）
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※R7.12.31 集計時点

➢ 令和7年の罹災者数は16名（死亡1名、重傷13名・軽傷2名）で、前年に比べ2名増加。

➢ 第14次計画期間の目標については、いずれの目標も未達成。

 目標①：死亡災害0   →   実績 1名（令和７年）

 目標②：度数率平均0.70以下  → 実績 0.94（令和５年～令和７年）

 目標③：重傷災害の度数率平均0.50以下  →   実績 0.70（令和５年～令和７年）

注：重傷者：休業日数が2週間以上の罹災者
軽傷者：休業日数が3日以上2週間未満の罹災者
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２．（１）②罹災者数の推移（九州管内）

➢ 令和７年の罹災者数は２名（重傷１名・軽傷１名）で、前年より１名増。

➢ 令和７年の目標について、達成状況は以下のとおり。
罹災者数（全体）1名以下（目標②）のみ不達成。

目標①：死亡災害 0 → 実績０名（目標達成）

目標②：罹災者数（全体）１名以下 → 実績２名（目標不達成）

目標③：罹災者数（重傷）１名以下 → 実績１名（目標達成）

※R7.12.31 集計時点
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墜落・転倒

6件

火災

8件

運搬装置のため

2件

機械・取器

3件

発破・火薬

2件

風水雪害

1件

その他

6件

（全国）
令和３年
～令和７年
(145件発生)

墜落・転倒

31件

火災

31件

運搬装置のため

24件

機械・取器

29件

発破・火薬

18件

風水雪害

4件 その他

8件

令和３年～令和７年 災害発生(事由別内訳) 令和７年 災害発生(事由別内訳)

２．（２）全国における災害発生事由別内訳

（全国）
令和７年

(28件発生)

➢ 過去5年間の災害発生事由は、墜落・転倒、火災、運搬装置等が上位を占めている。

➢ 令和７年は、墜落・転倒、火災による災害が多く発生している。

※R7.12.31 集計時点
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➢ 令和７年は、前年からの傾向としては、発破・火薬類及び運搬装置による災害件数は
減少しているものの、火災による災害件数は増加傾向。

災害事由 Ｒ７
前年からの増

減

①墜落・転倒 ６ ＋１

②火災 ８ ＋２

③運搬装置
のため

ＢＣ・鉱車・その他 １ △４

車両系鉱山機械・自動車 １ △１

④機械・工具・取扱中の器材鉱物 ３ ＋１

⑤発破・火薬類のため ２ △４

⑥落盤・浮石等、倒壊・落下物 ０ ±０

⑦坑廃水 ０ ±０

⑧風水雪害 １ ＋１

⑨その他 ６ ＋６

合計 ２８ ＋２

Ｒ３～Ｒ７
合計

３１

３１

１５

９

２９

１８

０

０

４

８

１４５

２．（２）①全国における災害発生事由別内訳 ※R7.12.31 集計時点
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火災

2件

機械・取器

2件

令和７年 災害発生(事由別内訳)令和３年～令和７年 災害発生(事由別内訳)

（九州）
令和３年～
令和７年
(２５件発生)

（九州）
令和７年

(４件発生)

２．（2）②九州管内における災害発生事由別内訳

➢ 九州では、全国に比べ、過去５年間では、墜落・転倒による災害が少なく、火災によ
る災害が多い。

➢ 令和７年は、火災、機械・取器による災害が２件ずつ発生しており、昨年２件発生し
た運搬装置による災害は0件だった。

※R7.12.31 集計時点
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２．（2）②九州管内における災害発生事由別内訳

➢ 前年からの傾向として取扱中の器材鉱物による災害が増加しており、運搬装置による
災害は減少している。

災害事由 Ｒ７
前年からの増

減

①墜落・転倒 ０ ±０

②火災 ２ ±０

③運搬装置
のため

ＢＣ・鉱車・その他 ０ △１

車両系鉱山機械・自動車 ０ △１

④機械・工具・取扱中の器材鉱物 ２ ＋２

⑤発破・火薬類のため ０ ±０

⑥落盤・浮石等、倒壊・落下物 ０ ±０

⑦坑廃水 ０ ±０

⑧風水雪害 ０ ±０

⑨その他 ０ ±０

合計 ４ ±０

Ｒ３～Ｒ７
合計

１

９

２

３

４

３

０

３

０

０

２５

※R7.12.31 集計時点
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令和７年の災害発生件数は４件で罹災者は２名。 

No. 発生日 発生場所 鉱種 区分 罹災者 備考

１ 3/18 坑外：集積場 石灰石 火災 なし

移動式破砕機の点検実施中
にエンジンルームから異音
が発生し、白煙が上がった
もの。

２ 5/28 坑外：洗車ピット 非金属 取器 軽傷1名

重機での重量物の吊り上げ
時に固定作業が完了する前
に吊り上げ、罹災者に接触
したもの。

３ 6/30 坑内：坑道 金属 取器 重傷1名

テンションのかかったケー
ブルを切断した際にケーブ
ルが罹災者の顔面に接触し
たもの。

４ 8/20 坑外：プラント建屋 石灰石 火災 なし
溶接時の残火によりプラン
ト内のベルトコンベアの一
部が焼損したもの。

２．（３）九州管内の災害発生状況（令和７年）
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２．（４）九州管内の災害事例①

➢ 取扱中の器材鉱物等のため（坑外）  
重機での重量物の吊り上げ時に固定作業が完了する前に吊り上げ、罹災者に接触したもの。

①発生日：令和7年5月28日(水）7時30分頃
②発生場所：洗車ピット
③罹災者：軽傷1名（休業日数11日）
④概要
・洗車ピットに設置されたH鋼の清掃後、重機で元の場所に戻すた
め、罹災者がH鋼の四隅をワイヤーで固定していたところ、オペレータ
が固定作業が完了したと勘違いし、重機で吊り上げてしまい、再度
固定しようと近づいた罹災者の左足の甲にH鋼が接触し、剥離骨
折したもの。

⑤原因
・事前に作業者間で合図の方法を決めておらず、重機オペレーター
が合図を誤認したこと。
・罹災者が不用意に重量物に接触したこと。
⑥対策
・重量物の吊り上げ作業における作業手順の作成及び鉱山労働者
への周知。
・吊り上げ中の重量物への接近禁止の旨を再周知。
・洗車ピットの構造変更によりH鋼清掃作業を廃止。

H鋼

一部固定していない状態で吊り上げし、左足に接触
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２．（４）九州管内の災害事例②

➢ 取扱中の器材鉱物等のため（坑内）  
テンションのかかったケーブルを切断した際にケーブルが罹災者の顔面に接触したもの。

①発生日：令和7年6月30日(月）19時50分頃
②発生場所：坑道（坑内）
③罹災者：重傷1名（休業見込１か月以上）
④概要
・坑道の天盤支保のためのケーブルボルト打設機の始業前点検を
実施していたところ、途中でケーブルがホースに入らなくなり、たわみ
が発生した。罹災者がたわみ解消のため、専用カッターで切断し、
ケーブルを引き出したところ、ケーブルが跳ねて罹災者の顔面に当
たったもの。

⑤原因
・ケーブルが大きくたわみ、テンションがかかった状態であったにも関わ
らず固定状態を開放したこと。

・罹災者にとって初めての事象であったにもかかわらず、罹災者個人
の判断で処理を単独で行ったこと。

⑥対策
・ケーブルボルト打設機の送り出し部分にガードパイプを設置し、たわ
みが発生しないようにした。
・全職員に対して、「知らない作業に手を出さない」、「異常を見つけ
たら上席者へ報告・連絡・相談する」旨周知。

ケーブルボルト打設機
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分類 指摘件数 改善が必要と認められる事項 R７FY R６FY

書類
検査

２７
(４４％)

・法令手続関係未届等
・現況調査の記録未作成等
・保安規程未遵守（記録不備、実態との乖離等）
・その他（接地抵抗・精密検査の記録不備等）

計

１
１

１９
６

２７

３
１

１２
５

２１

現場
検査

３５
(５６％)

・ＢＣの不備
・通路防護柵等の不備
・車両系鉱山機械・自動車及び鉱山道路等の不備
・電気設備の不備
・転落防止措置等の不備（鉱山道路以外）
・標識等の不備
・巻き込まれ防止措置等の不備（ＢＣ以外）
・堆積粉じん
・その他（採掘規格、災害再発防止対策等）

計

５
６
２
０
７
２
５
０
８

３５

１
９
３
２
３
１
０
３
８

３０

計 ６２ ５１

３．（１）①令和７年度 保安検査の実施結果

➢ 令和７年度、当部は管内１９鉱山に対して保安検査を実施(内訳：金属４・非金属３・

石灰石１０・天然ガス２)、自主保安体制、保安規程の遵守状況を確認、指導。

➢ 検査の指摘事項は全６２件、書類検査関係が保安規程の未遵守等２７件、現場
検査関係ではベルトコンベア・通路防護柵等の不備等３５件。
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分類 指摘件数 指摘事項

①車両系鉱山機械
又は自動車

３件 • 精密点検の記録が確認できない。
• 坑内において使用する自動車の使用開始届が提出されて

いない。 等

②ベルトコンベア ５件 • 通路上に堆積粉じんが認められ、通路の妨げとなっている。
• ベルトコンベ設備において、接触防止・巻き込まれ防止のた

めの防護カバーが不足している。 等

計 ８件

３．（１）②令和７年度 保安検査 重点項目

➢ 令和７年度の重点事項は、直近５年間で全国及び九州において発生した火災による
災害件数に鑑み、令和６年度の項目に「火災防止」を加えて重点事項とし、ヒアリング
及び現場検査を実施した。

 運搬装置による災害防止（火災防止含む）

①車両系鉱山機械又は自動車
②ベルトコンベア

➢ 重点項目にかかる指摘件数は全６２件の内８件。
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検査項目 計画 実績 検 査 結 果

鉱害等(坑廃水) ２ ２ 排水基準値以内であり、特に問題は認められず指摘事項なし。

鉱害等(騒音・振動) ２ ２ 規制基準値以下であり、特に問題は認められず指摘事項なし。

鉱害等（作業環境粉じん） １ １ 管理区分１であり、特に問題は認められず指摘事項なし。

その他(集積場) １ １ 集積場の安定度に関して指摘を実施。

その他(休止鉱山等) １ １ 特に問題は認められず、指摘事項なし。

その他（その他） ０ １ 汚濁水流出防止対策について指導。

【鉱害等検査】

坑廃水:公共用水域への全排出口、処理原水及び各処理施設等の処理水を採取、水量及び水質分析を実施。

騒音・振動:敷地境界線付近において、鉱害発生のおそれの多い箇所を選定し、測定を実施。

作業環境粉じん:作業箇所の粉じん飛散防止措置や作業者の呼吸用保護具の管理状況について検査を実施。

【その他検査】

集積場：保安規程に基づく保守管理状況を書類等により確認するとともに目視による外観検査を実施。

休止鉱山等：危害及び鉱害防止対策の実施状況等をヒアリング及び現場検査により確認を実施。

➢ 鉱害等検査（坑廃水、騒音・振動等）
数値による基準が適用されている鉱山等に対して基準適合性の確認を行うもの。

➢ その他検査（集積場、休止鉱山等）
保安検査及び鉱害等検査以外で、リスクが高いと認められる施設の保守管理状況等の確認を行うもの。

３．（２）鉱害防止関係  ①令和７年度 鉱害等検査、その他検査
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